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第１章　本論文の概要と構成
　第１章では，本研究について，背景，先行研究の動向，
調査・実験の検証，および展望に分け，本研究全体の流れ
を説明した。背景として，わが国における身体活動量の現
状と身体不活動による健康阻害について解説し，現在実施
されている介入内容について解決すべき課題を取り上げ
た。次に，85文献を対象として内外の関連研究を１）生活
活動の具体的内容，２）適用されている行動変容理論・モ
デルおよび技法の内容，３）介入のアプローチ法，および
４）介入の配信方法，に分けて，レビューを行った。その
後，わが国の現状，およびレビューをもとに，７つの研究
を構成し，調査及び介入研究を実施し，有効な方略につい
て検証を行った。
第２章　本研究の背景
　身体活動量を増加させることによって，生活習慣病や死
亡の危険率が低下することが広く知られている。しかし，
2013年に発表された平成23年度「国民健康・栄養調査」に
よると，定期的な身体活動を行っている人の割合は男女と
も３割程度でしかない。また，わが国における生活習慣病
や全死亡率は増加している。現在，その対策として行われ
ているガイドラインの策定，運動教室の開催は，人々の身
体活動に対する時間，移動などのバリアを解決するに至っ
ておらず，バリアを克服し，身体活動に関して行動変容を
促す方策を検討することが望まれている。
第３章　本研究の目的と意義
　本研究の目的は，身体活動の中でも，特別に時間枠や場
所を必要とする運動やスポーツではなく，生活活動量の増
強，すなわち日常生活や職業に付随する身体活動を増強さ
せるために，１）生活活動内容の明示，２）行動変容理論・
技法の適用，３）介入のアプローチ法，および４）介入の
配信方法，という４要素を組み合わせた行動変容の理論に
基づく介入方略の効果を検証することであった。
第４章　本研究で使用する用語の定義
　第４章では本研究で使用する用語（身体活動・運動・生
活活動）の定義を行った。
第５章　生活活動を目的行動とした先行研究の動向
目的：生活活動を目的行動とした介入研究の動向を介入内
容，および介入方略の観点から概観することであった。方
法：2004年から2013年の10年間の文献を対象にphysical 
activity, lifestyle modification, lifestyle activity, 
walking, pedometer AND intervention, AND 
behavior changeを基本とし，関連レビュー，頻出してい
る著者からの検索を行った。抽出された文献は，１）生活
活動の具体的内容，２）適用されている行動変容理論・モ
デルおよび技法の内容，３）介入のアプローチ法，および
４）介入の配信方法，に分けて概観した。結果：抽出文献
は85文献，海外の文献が76文献，日本の文献が９文献であっ
た。１）生活活動についての具体的内容を示している文献
は全体の22％であった。２）行動変容技法は，目標設定，
セルフモニタリング，歩数計の使用の順で用いられていた。
３）アプローチ法は，テイラー化が最も多く使われ，その
うち92％の有効性が確認された。４）配信法は，面談＋媒
体使用49％，媒体のみの使用51％であった。考察：生活活
動の具体的な方略については，ほとんど言及されていな
かった。わが国において，生活活動を目的行動とし，行動変
容の理論に基づく介入研究は，行われていないことがわ
かった。これらの知見の蓄積を行う必要があると考えられ
る。
第６章　成人を対象とした生活歩行方略の検討
第１節　生活歩行行動の選出（研究Ⅰ）
目的：わが国の成人を対象として歩行を伴う生活活動行動
を選出することであった。方法：事前の介入参加者への調
査に基づき質問項目を選定後，専門家の３名の合議により
質問項目を決定した。決定した質問項目を用いて10名によ
る質問項目の適切さについて確認を行った。結果および考
察：49項目の行動が選出された。これらには平日に行える
行動と休日限定の行動，条件による行動が含まれた。
第２節　生活全般における生活歩行の個人変数による実行
可能性の差異（研究Ⅱ）
目的：生活歩行の因子構造を明らかにし，個人変数の違い
によって生活歩行行動の実行可能性に生じるか否かを検討
することであった。方法：研究Ⅰで選出された質問項目間
のうち全員が回答可能な生活全般における行動の中で，20
代から60代の男女350名を対象にして，生活全般における生
活歩行行動の実行可能性についての質問紙調査を実施し，
共通因子をみつけるために主因子法，プロマックス回転に
よる因子分析を行った。次に，対象者の基本属性，生活状
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況などを独立変数とし，３因子の行動を従属変数として実
行可能性の差をｔ検定を用いて検討した。結果および考察：
因子分析の結果，３因子が抽出された。第１因子は，通常
の生活歩行行動をさらに活動水準が高い行動に高めた行動
であるために「代替行動」と命名した。第２因子は，週末
など時間に余裕のある時に行える行動が含まれたために
「余暇行動」と命名した。最後に，第３因子は，同じ行動を
何度も頻繁に行うことが含まれているために「頻回行動」
と命名した。代替行動で未婚者，関東在住者，BMI 25未
満，後期の行動変容ステージ者が，次に余暇行動で20代か
ら30代の者，未婚者，関東在住者，BMI 25未満の者が，最
後に，頻回行動で女性，40代から60代の者，既婚者，無職
者であることが明らかになった。
第３節　仕事に付随する生活歩行の個人変数による実行可
能性の差異（研究Ⅲ）
目的：生活歩行のうち，仕事に付随した生活歩行行動に関
わる個人変数の違いによって実行可能性に差があるか否か
を検討することであった。方法：研究Ⅱで行った質問紙調
査のうち，有職者210名を対象者に，対象者の基本属性，生
活状況などを独立変数とし，仕事に付随する行動を従属変
数として実行可能性の差をｔ検定を用いて検討した。結果
および考察：仕事に付随する生活歩行行動では，年代，性
別，労働時間，身体活動の行動変容ステージによって実行
可能性が異なった。 
第４節　生活歩行方略と10分連続歩行方略の介入における
有効性の比較（研究Ⅳ）
目的：生活歩行を意識させる群と10分連続歩行を意識させ
る群の介入効果を比較検討すること。方法：60名（20.1歳
±1.1歳，女性54％）を対象として生活歩行の内容を意識さ
せる群と10分間の連続歩行を意識させる群，および統制群
の３群に分けて２週間の無作為化比較試験介入を行った。
歩数変化量を算出して共分散分析により効果を比較した。
結果：生活歩行群は，1202±566歩，10分連続歩行群は，
-579±597歩，統制群-1013±568歩の歩数変化量となり，群
の主効果（F2,54=5.15, p<.01）が認められたため，多重
比較検定を行ったところ，生活歩行群の介入期歩数は，10
分歩行群，および統制群と比較して有意に多かった。わが
国の成人が行いやすい生活歩行行動は，代替行動，余暇行
動，頻回行動に分類された。これらの行動および仕事に付
随する行動は，個人的変数により実行可能性に差異がある
ことが示唆された。
第７章　生活歩行方略を用いた介入の有効性の検討
第１節　生活歩行方略と行動変容技法を用いた介入の有効
性（研究Ⅴ）
目的：生活歩行を意識させるための情報提供に加えて，行
動計画，目標設定，およびセルフモニタリングのいずれか
の行動変容技法を指導する介入を行い，効果を比較検討す
ることであった。方法：３群（行動計画群，目標設定群，
および統制群）による３週間の無作為化比較試験による介
入を行い，介入後の歩数の変化量について共分散分析を
行った。結果および考察：行動計画群の歩数変化量は，2483
±3042歩，目標設定群は，1315±2296歩，および統制群は，
1304±2271歩であり，群間の有意な差は認められなかった。
どの行動変容技法を用いても群間に差が認められなかった
点について生活歩行行動を意識させる情報提供が大きく影
響し，効果に差が出なかったのではないかと考えられる。
第２節　個別指導を伴うテイラー化介入プログラムの有効
性（研究Ⅵ）
目的：指導者とともにテイラー化行動計画作成を行うタブ
レット型携帯端末を用いた介入プログラムの有効性を検討
することであった。方法：32名 （30.2±16.4歳, 女性64%）
を対象に，２群（テイラー化行動計画群，統制群）による
６週間の無作為化比較の試験介入を行い，介入後の歩数の
変化量について共分散分析を用いて検証した。結果および
考察：歩数変化量は，テイラー行動計画群で，1258±378
歩，統制群で-94±378歩であり，群間に有意差（F（2,44）= 
6.10, p<.01）が認められた。テイラー化プログラムの有
効性が示唆された。
第３節　自助式テイラー化介入プログラムの有効性
　　　　（研究Ⅶ）
目的：開発したテイラー化された生活歩行方略と行動変容
技法を用い，コンピュータを用いる介入プログラムの有効
性を検討することであった。方法：21名（38.9±8.73歳，
女性52％）を対象として，２群（テイラー化PC群，統制
群）による10週間の無作為化比較試験介入を行い，介入後
の歩数の変化量をマンホイットニーのＵ検定を用いて比較
した。テイラー化PC群が用いるプログラムは，週１回のコ
ンピュータへのアクセスによって歩数記録が自動的に表示
され，個人に合わせたフィードバックが表示された。結果
および考察：PC群の歩数変化量は中央値1371歩，統制群で
中央値-532歩であり，有意な差が認められた（Z=-2.87, 
p<．01）。生活活動をテイラー化する方略は，指導者なしの
自助介入であっても有効であることが示された。
第８章　総合討論および展望
　行動変容技法の適用，アプローチ法，配信方法は重要な
課題ではあるものの，欧米との生活様式の違いから，生活
活動量を増強するためにわが国の状況に特化させた情報を
用いること，特に生活歩行行動方略を状況に適合させた介
入を行うことが重要であることが示唆された。今後，さら
なる検証を行うこと，環境整備と共に個人への働きかけを
行うこと，および効果の認められた介入プログラムの社会
への適用などが望まれる。
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